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個人型「有償ボランティア活動」マニュアル 

 

「有償ボランティア活動」（以下「活動」といいます。）とは、「地元による地元の発展プロ

ジェクト」参加者間でのみ成立する、有償のボランティア形式の活動です。 

 

この活動には「事業型」と「個人型」があります。 

 

事業型は、ボランティア活動として、有償で「事業経営参加者」「個人商店参加者」の事業

を応援するものです。 

個人型は、ボランティア活動として、有償で「個人参加者」の指名する、その「個人参加者」

の２親等以内の家族（配偶者・両親・祖父母・兄弟）の生活を応援するものです。 

このマニュアルは「個人型」の活動に関するマニュアルです。 

 

1. 活動の一般的性質 

① 活動を依頼する人（以下「依頼者」といいます。）及び活動する人（以下「活動者」

といいます。）の自由意志に基づく自発的な行為です。 

・ 活動者は、第三者からの指示・命令で活動するのではなく、自発的な自由意志

に基づき活動をしていただく必要があります。 

・ 活動者は、活動に関する契約書に署名した場合は、自由意志で自発的に活動す

るものとみなされます。 

② 対等な準委任契約 

・ 依頼者と活動者との間は対等な立場に立ちます。 

・ 依頼者は活動者に対して活動を委任し、活動者は活動を受任することになりま

す。法律的には準委任契約です。 

③ 準委任契約の特徴 

・ 準委任契約であり雇用契約ではありませんので、依頼者が活動者に対して雇用

にあたる指揮命令・指示命令を及ぼすことはできません。また、最低賃金制度

は適用されず、時間外労働・休日労働等の労働法規は適用されません。 

・ 準委任契約であり請負契約ではありませんので、活動について完成が求められ

るものではなく、活動者は、活動の結果・成果について何らかの責任を求めら

れるものではありません。依頼者は、活動の結果・成果について文句を言うな

ど問題にすることはできません。もた、内容に不満があるとして「謝礼」の金

額を減らすことはできません。 

・ 準委任契約では誠実に活動することが求められます。 

・ 依頼者・活動者はいずれもいつでも活動を中止することができます。ただし、

活動を中止する場合は、活動について指示された人に、安全にかつ正確に引き

継がなければなりません。 
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④ 手続き 

・ 依頼者と活動者は、活動毎に契約書を交わします。 

・ 活動者は、契約書の定めに従い活動を行い、依頼者は、活動終了後に活動に関

して契約書で定めた「謝礼」を現金で活動者に支払います。 

 

2. 個人型活動の具体的性質・内容・前提等 

① 活動内容 

・ 「個人参加者」の指名する、その「個人参加者」の２親等以内の家族（配偶者・

両親・祖父母・兄弟）の生活支援です。 

・ ①生活見守り ②生活活動援助 ③住居や備品の補修等 ④その他 

② 依頼者 

・ 生活支援を必要とする２親等以内の家族（配偶者・両親・祖父母・兄弟）を有

する「個人参加者」であることが前提です。 

③ 活動者 

・ 既婚「２０代個人参加者」既婚「３０代個人参加者」であることが前提です。 

・ 有償ボランティア活動対象が男性の場合は男性の活動者が活動をします。 

・ 有償ボランティア活動対象が女性の場合は女性の活動者が活動をします。 

④ 活動態様 

・ 活動全過程において依頼者である「個人参加者」の管轄下で活動をしますが、

依頼者は活動者に対して、指示・命令は出来ません。 

⑤ 費用負担 

・ 活動にかかる材料費・燃料費などの実費は依頼者負担とします。 

・ 他の形式での活動（雇用又は請負契約に基づく労働又は役務の提供等）を行う

者と混在した状態で、有償ボランティア活動を依頼する場合は、依頼者はボラ

ンティアカードを用意し、有償ボランティア活動を行う際に活動者に付けて貰

ってください。 

⑥ 「謝礼」 

1) １日単位（以内）の活動 

①1 時間当たり 2,000 円 

②30 分間 1,000 円 

③15 分間 500 円 

④15 分間未満は切り上げて 500 円 

（例：２時間 34 分は 2 時間 45 分として計算し、5,500 円） 

2) 1 ヶ月単位（以内）の活動（「毎日の面談による安否確認」） 

①「毎日の面談による安否確認」は１日１回 1,000 円（10 分以下でも 1 時間

以上かかっても 1,000 円）とします。 

②精算は月末とし、再契約は月初めとします。 
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③中途で中止した場合は、実行日数×1,000 円とします。  

3. 活動の流れ 

① 有償ボランティア活動契約締結 

・ 契約締結前に依頼者と活動者は、相互に参加者証と身分証明書を相手方に提示

し、確認を求めなければなりません。 

・ 契約書は 2 通作成し、依頼者と活動者がそれぞれ 1 通ずつ保持します。 

・ 契約書は印紙不要です。 

② 活動内容の特定 

・ 依頼者が活動者に活動内容を１度で説明します。（活動者は依頼者に質問でき

ます。初回は依頼者が細かく教えることは可能です。） 

・ 依頼者は、活動者に細か過ぎる指図・区切りごとに次の指示を出すこと・時間

外の活動の依頼等をしてはなりません。 

③ 活動 

・ 他の形式での活動（雇用又は請負契約に基づく労働又は役務の提供等）を行う

者と混在した状態で、有償ボランティア活動をする場合は、ボランティアカー

ドを付けます。 

④ 活動延長・終了 

・ 決められた時間が経過した場合は、活動は終了です。 

・ 活動の追加又は別の日での活動については新たな契約が必要です。 

・ 新たな契約は自由意志に基づき自発的にされなければなりませんので、明日も

お願い出来ますか？と問うことは可能ですが、明日もして下さい。明日はこれ

をして下さいなどと一方的に指示・強制することは出来ません 

⑤ 「謝礼」の支払い等 

・ 依頼者が活動者に活動時間に応じた「謝礼」を現金で直接支払います。 

・ 活動者は、「謝礼」の支払いを受けた後、依頼者の提示する、「有償ボランティ

ア活動」活動者別「謝礼」受領署名帳に日時・活動時間・受領金額・活動者氏

名を記入します。 

⑥ 税法上の対応 

1) 「謝礼」を受け取る活動者側 

・ 「謝礼」は、原則として確定申告が必要となります。  

・ 所得区分は原則「雑所得」となりますので「総合課税」となりま

す。  

・ 雑所得等の金額が年間 20 万未満の場合、確定申告不要な場合もあ  

ります。：「給与の収入金額が 2,000 万円以下、かつ 1 か所から給与等の

支払を受けており、その給与全部について源泉徴収される人で、給与所得

及び退職所得以外の所得金額が 20 万円未満の人」は確定申告の必要はあ

りませんが、この場合でも雑所得が２０万円以上の場合確定申告が必要で
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す。 

2) 「謝礼」を払う依頼者（個人参加者）側 

対応の必要はありません。【消費税もかかりません】 

 

4. その他 

・ このマニュアルに記載されていない事項については、契約書の定めに従うもの

とし、契約書に定めのない事項については、依頼者及び活動者が協議の上で定

めるものとします。 

・ このマニュアルと契約書の内容が矛盾抵触する場合は、契約書の内容を優先す

るものとします。 

・ 依頼者又は活動者が、甚だしく、良識を欠く行為を行う場合は、一般社団法人 

医療介護チェーン本部に連絡できるものとします。 

 

一般社団法人 医療介護チェーン本部 発行           以上 


